
援
助 援

助 

民間団体 
 
 
 
 
 
 

等 

  
 
 
 
 
 
 

都道府県 

 関係省庁 
 
 
 
 
 

                                          

等  

  事業者 
 
 
 
 
 
 

                                        
等  

消  費  者 

経
済
産
業
省 

事業者団体等 

消費者委員会 

消費者団体 

差止請求 

意
見 
要
望 

相談・意見・要望 

取締り 

注意喚起・広報・啓発 

相談・意見要望 

注意喚起・広報・啓発 

適格消費者団体 

教
育
委
員
会
・
学
校 

自主規制 等 

建議等 

特
定
商
取
引
を
行
う

事
業
者 

割
賦
販
売
業
者 

有
料
老
人
ホ
ー
ム
の 

設
置
者 

厚
生
労
働
省 

・貸金業協会 
・宅地建物取引保証協会 等 

・訪問販売協会 
・通信販売協会 

契約・解約 

措置要求 

あっせん 

国 消費者政策会議 

（すきま事案）勧告・命令
指導啓発 

消費者基本計画
に係る協議等 

消費者取引の適正化に係る 
施策の展開ｲﾒｰｼﾞ（概要） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 市町村 

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
等 

教
育
委
員
会
・
学
校 

教育、広報・啓発、注意喚起 

支援 

農
林
水
産
省 

国
土
交
通
省 

宅
地
建
物
取
引
業
者 

金
融
庁 

金
融
商
品
取
引
業
者 

貸
金
業
者 

商
品
先
物
取
引
業
者 

相談 

指導・調整 

連携 

建議等 

指
導
監
督
部
局 

報告徴収・立入検査・行政処分・指導啓発 

地方消費者 
行政活性化 
交付金 

（独）国民生活センター 

消費生活
担当部局 

都
道
府
県
警
察 

消費生活 
担当部局 

（注）１ 総務省行政評価局が作成したものであり、本政策評価に関係する主要なものを整理している。 
   ２ 経済産業局長は、特定商取引法第69条第3項に基づき、消費者庁長官から権限の一部を委任されている。 

整
備
局 

財
務
局 

経
産
局 警察庁 注２ 

相談 

内閣総理大臣 

建議・勧告等 

消費者教育の充実 
に向けた推進 

指
導
監
督
部
局 

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
（
必
置
） 

支援 
・推進 

消費者庁 

消費者基本計画の案の作成等 

文部科学省 
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